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Ⅰ．はじめに

　2014年４月から消費税の増税が行われるが、そもそも消費税は1989年

４月に導入されて以来、わが国の基幹税として主要な位置を占めている。

景気に左右されにくく、あらゆる世代が広く負担することから安定的に税

収を調達できる特徴がある。今回の消費税増税は、消費税増収分について

社会保障財源化することとなっており、安定的な財源確保を通じて、財政

の健全化を達成することも目標になっている。

　しかし、わが国の予算編成は、前年度予算を基準に行政がどれだけ上積

みするかを考えて意思決定をしていく増分主義となっている。過去の予算

編成を振り返ってみても足りない部分を公債で補う傾向があり、歳出規模

は年々増え続けてきた。高齢化などに対応するために増え続けた社会保障

関係費を補うための今回の増税は、とりわけ社会保障からの受益が少ない

だろう若い世代にも負担が及び、世代間の受益負担に影響を与えると考え

られる。

　本稿の目的は、2014年から施行される消費税増税が世代間公平性に与え

る影響を生涯の受益と負担を計り検討することである。その上で、消費税

増税がわが国の財政健全化にどの程度の影響をもたらすのか、将来にわた

るプライマリー・バランス（基礎的財政収支）の動向を長期推計し明らか

にする。

　本稿の構成は以下の通りである。Ⅱでは、世代会計の概念を示すととも

に先行研究の概要を示す。なお、使用するデータ作成方法は、林（1993）

と獺口（2003）に基づいている。林（1993）と獺口（2003）では、過去

も考慮した世代会計を作成しているが、ここでは過去は考慮せず、基準年

の2010年から2090年までの受益と負担のデータを作成する方法を示す。

Ⅲでは、消費税率が現行の税率５%から2014年に８%、2015年に10%と変
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更されるに伴って、世帯単位でみた世代別の受益と負担に税制改革がどの

ような影響を与えるのかを計測する。Ⅳでは、消費税増税がわが国の財政

収支に対してどの程度効果を発揮するのか、プライマリー・バランスの動

向を長期推計する。そしてⅤでは、本稿で用いた分析手法や試算の前提と

分析過程で得られた推計結果の詳細について、受益と負担の項目ごとに詳

細を記す１。

Ⅱ．世代会計の概念

１．先行研究

　個人が一生のうちに政府に支払う額と受け取る額を世代別に推計する

「世代会計」は、わが国でも過去を考慮せず現在から将来にかけて世代会

計を作成している麻生・吉田（1996）をはじめ、現在まで様々な研究がさ

れている。

　麻生・吉田（1996）と同様に世代会計を作成し、将来時点のプライマリ

ー・バランスが均衡しうるかどうか分析を行っている研究に日高（2012）

がある。日高（2012）では、世代会計で算出した国民の受益総額を政府歳

出、国民の負担総額を政府歳入とみなし、政府歳入額から政府歳出額を差

し引いた額が、プライマリー・バランスに等しいという恒等関係を用いて

いる。そうすることで税制改革が及ぼす世代とプライマリー・バランスへ

の影響を検証する。

　生涯で見た世代間公平性をより多くの世代間で観察するために、過去を

考慮に入れ将来までの世代会計を作成した林（1993）では、税制改革を過

去に遡って実施することが不可能で、税制改革の実施時点で世代によって

異なったライフステージにあると考えるならば、年齢別負担の変化はライ

フタイムで見た世代間の公平性に影響を与えるとし、税制改革が各世代の

税負担等に与える影響について分析している。獺口（2003）では、林
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（1993）をもとに、生涯の受益をより詳細に推計するために、社会資本が

もたらす受益を世代別に捉えて世代会計に考慮した研究を行っている。増

分主義によって支出を決定し、増税をせず公債に頼る、これまでの財政運

営を維持すれば、世代間の公平性はどうなるかを検討する中で、14区分別

に社会資本がもたらす受益を考慮した一般政府ベースの世代会計を作成

し、生涯で見た世代間公平性を詳細に検証している。

　本稿では、社会保障・税一体改革の中でも来年度から施行される消費税

増税の影響を考察するために、受益をより詳細に考慮した獺口（2003）の

世代会計作成の手法を参考にし、各世代の受益と負担を把握する。さら

に、日高（2012）の世代会計に基づくプライマリー・バランスの恒等関係

を用いることで、消費税増税がプライマリー・バランスにどのように影響

するのかを検証していくことにする。なお、わが国では、個人単位の公表

データが整っておらず、世帯単位のデータによる世代会計を作成すること

となる。

２．世代会計による世代別受益負担の計測方法の概要

２.１．分析対象の受益と負担

　本稿における分析対象の受益と負担の項目は、表１に示している。な

お、世代が得る受益と支払う負担には国と地方の両方分があり、各世代の

受益と負担を観察する場合はその両方を加味している。そして、国のプラ

イマリー・バランスの動向を観察する場合においては、地方の受益部分と

負担部分はいずれも除いている。ここでは、国民の負担総額から得られる

額を政府歳入、国民の受益総額に該当する項目を政府歳出とみなしている。

　本稿では、分析対象の受益と負担を算出する方法にはミクロベースと図

１のマクロベースに基づくアプローチがある。ミクロベースの分析とは、

年齢別１世帯当たりの受益及び負担を算出し、世帯数を乗じることでマク

ロの受益と負担を算出するものを指す。マクロベースの分析では、OLS
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（最小二乗法）によって算出した総額データから年齢別１世帯の受益と負

担を算出している。より詳細な受益と負担を算出するために、世帯の実収

入から算出可能な個人所得課税・消費税・社会保険料をミクロベース、そ

れ以外の社会資本・社会保障・一般政府最終消費支出・一般政府財産所

得・法人課税・その他の租税・租税以外は、マクロベースの分析アプロー

チでそれぞれ算出する。詳細な分析方法と結果についてはⅤに記す。

２.２．分析対象の世帯と生涯のモデル設定

　わが国では一般的に、夫婦子２人が標準世帯モデルとなっている。しか

し、本稿では、近年の少子化の傾向を考慮し、夫婦子１人の世帯を想定し

た。そして、生涯モデルとして、25歳に働き始め、25歳で結婚、27歳に子

をもうけて、65歳時点で退職し、退職後は、夫婦２人世帯で80歳まで年金

世代数２ 年齢別配分比率1 世帯当たりの平均受益・負担額 × ×

年齢別 1 世帯当たりの受益・負担

÷マクロの受益・負担額 世帯数

図１　マクロベース分析アプローチ

表１　分析対象の受益と負担の各項目

受益（政府歳出） 負担（政府歳入）

①社会資本 ①個人所得課税

②社会保障 ②消費税

　医療・福祉・介護・年金 ③法人課税

③一般政府最終消費支出 ④社会保険料

④一般政府財産所得 ⑤その他の租税

　 ⑥租税以外の負担
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を受給し生活することを想定している。25歳から64歳までは勤労世帯、65

歳から80歳までが年金受給世帯ということになる。また、ライフステージ

によって、世帯の構成員は、世帯主、配偶者、扶養親族となる。したがっ

て、本研究でも各世代が加齢的に年齢を重ねるため、年齢別世帯数を将来

にわたって得る必要がある。将来の年齢別世帯数を算出するに当たり、

2010年は『国勢調査報告』、2011年から2030年までは『日本の世帯数の将

来推計』を利用できるが、2031年以降は推計により求める必要がある。そ

こで、総世帯数と総人口の傾向からOLS（最小二乗法）で推計した仮想総

世帯数データに、年齢別人口比率（年齢別人口／５歳刻みの人口総数）を

年齢階層ごとに乗じて、毎年の１歳刻みのデータを作成する３。

Ⅲ．消費税増税による世代別の公的受益と公的負担

　前節で示した分析の枠組みをもとに、現行制度と税制改革ケースの世代

別受益及び負担を計測し、両者と比較することによって、増税の世代間公

平性への影響をみてみよう。消費税の増税スケジュールは2014年に消費税

率８%、2015年以降は10%としている。その上で、現行制度と税制改革ケ

ースの25歳、30歳、40歳、50歳、60歳、70歳、80歳の各時点における負

担額と受益額を、1985年生まれと2010年生まれの世代についてそれぞれ

示したのが表２である。

　表２は名目ベースのため注意が必要だが、現行制度における負担額は

1985年生まれより、2010年生まれの方が大きくなる。これは後述するⅤ

の分析過程で前提とした国内総生産と所得が将来成長していくという経済

成長を反映しており、負担の推計を行ったいずれの項目も同じ傾向をみる

ことができる。税制改革ケースでは、分析対象のいずれの世代でも増税の

影響を受け、現行制度よりも生涯で約15%多い負担を余儀なくされること

が明らかになった。
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表２　世代別１世帯当たりの生涯負担額と受益額（単位：千円）

負担額
（現行制度）

負担額
（税制改革ケース） 受益額

1985年生 2010年生 1985年生 2010年生 1985年生 2010年生

25歳 1,250 1,668 1,250 1,946 827 1,281

30歳 1,554 2,316 1,756 2,720 1,249 1,916

40歳 2,359 3,824 2,796 4,444 1,433 2,333

50歳 3,746 5,530 4,408 6,438 1,814 2,872

60歳 3,216 5,397 3,803 6,199 2,353 3,330

70歳 1,866 3,215 2,100 3,515 10,789 14,813

80歳 1,734 3,055 1,930 3,307 16,166 22,385

生涯 135,688 216,051 157,166 247,399 258,098 365,195

表３　世代別１世帯当たりの生涯受益負担比率（受益／負担）

現行制度 税制改革ケース

1985年生 2010年生 1985年生 2010年生

25歳 66% 77% 66% 66%

30歳 80% 83% 71% 70%

40歳 61% 61% 51% 53%

50歳 48% 52% 41% 45%

60歳 73% 62% 62% 54%

70歳 578% 461% 514% 421%

80歳 932% 733% 837% 677%

生涯 190% 169% 164% 148%

　生涯における受益と負担の比率（受益／負担）を世代別で示したのが表

３である。現行制度下では、1985年生まれと2010年生まれの生涯受益負

担比率はそれぞれ、190%と169%となり負担に対して受益が大きいことを

示している。若い世代の受益負担比率が低い要因として、前頁で示したよ
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うな経済成長の反映による税収の上昇と少子高齢化に起因する人口の減少

が影響していると考えられる。

　そして、税制改革ケースでみると、1985年生まれと2010年生まれの生

涯受益負担比率の差は、現行制度と比較すると21%から16%へと差が縮ま

っていることが観察された。このことは、両世代とも増税により負担の総

額は増えるものの、増税が1985年生まれと2010年生まれの間にあった世

代間格差の改善に効果があることを表している。

Ⅳ．消費税増税によるプライマリー・バランスの将来推計

　本節では、これまで明らかになった推計結果をもとに、わが国の深刻な

問題である財政赤字をプライマリー・バランスの面から検証し、財政健全

化の可能性を探るとする。

　2010年から2090年までの現行制度と税制改革ケースにおけるプライマ

リー・バランスの動向を示したのが図２である。１を超えていればプライ

マリー・バランスが黒字化となり、１を下回れば赤字、そして１では均衡

であることを示す。その上で、図２を見ると、現行制度のままではプライ

マリー・バランスは黒字化しないことが分かる。これは、世帯の公的負担

から得られる政府歳入が、世帯の受益に該当する政府歳出を上回ることが

ないため、これまでと同様に国債の発行に依存する財政運営が継続するた

めである。なお、2010年と2035年でプライマリー・バランスが悪化して

いるのは、生産年齢人口の減少に起因し、団塊世代と第二次ベビーブーム

世代が高齢者世代に入り始め、社会保障関係費の歳出が増加するからだと

考えられる。また、2050年辺りからプライマリー・バランスが回復に向か

っているのは、国内総生産と所得が将来成長していくという経済成長の前

提を反映している。
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図２　プライマリー・バランスの将来推計（歳入／歳出）

　その上で、2014年からの消費税増税を考慮すれば、プライマリー・バラ

ンスにはどのような影響があるかを観察した。その結果、現行制度下と比

べてプライマリー・バランスには消費税増収による改善がみられた。しか

し、目標の財政健全化には程遠く、2090年に近づくにつれて現行制度と比

較した改善幅が小さくなっている。また、消費税増収により国債の抑制に

効果を発揮しているといえるものの消費税率10%ではまだまだ不十分であ

り、更なる税収確保と歳出削減に目を向ける必要性が示唆される。

Ⅴ．分析手法や試算の前提と分析結果

　以上が推計結果だが、本節ではこれまでの推計の土台となっている基礎

データの作成に関して分析手法や試算の前提と分析結果を世帯の所得、消

費、受益、負担をそれぞれ項目別で説明しておく。
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１．コーホート・データの作成−所得と消費の基礎的データ−

　全世帯の収支を細部まで把握するのは困難なため、各年齢別の母集団で

あるコーホート・データを作成する必要がある。所得と消費のコーホー

ト・データは、『家計調査年報』における勤労者世帯の５歳刻み年齢階層

別１世帯当たりデータを使用し、加重平均によって１歳刻みデータに加工

する。そして、個人が歳を重ねるように、世代ごとに将来の１歳刻みデー

タを加齢的に捉えて、所得と消費のコーホート・データを作成する。作成

の詳細は後述の通りである。

１.１．所得データ

　『家計調査年報』で分類されている、５歳刻み年齢階層別１世帯当たり

データの「実収入」（世帯員全員の現金収入を合計した税込み収入）と、

「世帯主収入」（世帯主の勤め先収入）を受益と負担の推計に用いる。

2010年と2011年は、加重平均によって１歳刻みのコーホート・データを

作成する。2012年以降は、どの年齢も毎年１%ずつ所得が伸びるとして将

来も同様に、加重平均によりコーホート・データを作成している。ただ

し、各コーホート・データでは、世帯主が65歳になり、年金受給期に入る

と世帯主は無職となり、年金受給額のみが「実収入」となる。

１.２．消費データ

　『家計調査年報』で分類される、５歳刻み年齢階層別１世帯当たりデー

タの「消費支出」、「消費支出内訳の10支出」（食料、住居、光熱・水道、

家具・家事用品、被服及び覆物、保険医療、交通・通信、教育、教育娯

楽、その他）、そして「10支出内訳のより詳細な支出」（上下水道、交通、

自動車関係費、教育娯楽サービス）を受益と負担の推計に用いる。2010年

と2011年は、加重平均によって、１歳刻みのコーホート・データを作成し
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ている。2012年以降では、「消費支出」は、「実収入」の将来データに

2011年時点の各年齢の消費傾向（「消費支出」／「実収入」）を乗じて求め

ている。「消費支出内訳の10支出」と「10支出内訳のより詳細な支出」

は、「消費支出」の将来データに2011年時点の各年齢の項目別消費割合

（「項目別消費」／「消費支出」）を乗じて求めている。

　ただし、世帯主が65歳以上の年金受給世帯の消費は、『全国消費実態調

査報告』における高齢者世帯のうち、有業者なし世帯の消費傾向を適用し

ている。

２．公的受益の推計

２.１．社会資本

２.１.１．社会資本データ

　社会資本は、耐用年数が終了するまで世帯に毎年一定の受益を与えると

考えられるため、現物給付である社会資本がもたらす受益を金額ベースで

表すにあたって、減価償却や用地費・補償費を考慮することは望ましくな

い。そこで、『日本の社会資本』で推計された14区分（11部門）４の社会資

本を使用し、社会資本から得る世代の受益を推計する。14区分とは、道

路、港湾、航空、下水道、公園、社会教育・文化施設、学校施設、農業、

漁業、廃棄物処理、治水、治山、海岸、林業である。最新データが2009年

のため、2010年以降は、算出する年の過去５年間の年平均変化率を次の年

に乗じて、将来にわたって作成する。

２.１.２．受益の推計

　固定資産である社会資本が毎年の世帯にもたらす受益を推計するため、

社会資本の収益率を乗じて年間の世帯にもたらす便益に換算した。その上

で、１世帯当たり受益は社会資本ごとに、その社会資本を利用する頻度が

高いと考えられる消費データと年齢別世帯数で案分して求める。ここで、
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消費データは社会資本の推計にあたって、Ⅴ.１.２．に示した「消費支

出」、「消費支出内訳の10支出」、そして「10支出内訳のより詳細な支出」

である。社会資本ごとの案分基準は、道路が交通＋自動車等関係費、港湾

と航空が交通、下水道が上下水道料、公園と社会教育・文化施設が教育娯

楽サービス、学校施設が教育、農業と漁業が食料の消費支出を使用し、廃

棄物処理、治水、治山、海岸、林業は消費支出そのものを使用する。案分

により求めた毎年の年齢別受益額から、個人が歳を重ねるように、将来デ

ータを連続させて社会資本の世帯別受益額を推計している。

２.２．社会保障給付―医療と福祉―

２.２.１．医療と福祉のデータ作成

　医療と福祉における１世帯当たりの受益を推計するにあたり、社会保障

給付は高齢者に大きな受益をもたらすことから、高齢者対象給付と高齢者

以外給付に区分して推計する。『社会保障費統計資料集』では、1975年か

ら2010年までの社会保障給付額実績と、高齢者対象給付額実績はあるが、

2010年以降は推計の必要がある。そこで、社会保障給付額と高齢者対象社

会保障給付額を高齢者人口比率の傾向からOLS（最小二乗法）で推計した。

　また、医療と福祉の給付額内に介護保険給付額も含まれているが、後述

のように別途推計する介護保険給付額の総額を医療と福祉の給付額総額か

ら差し引くこととする。そして、高齢者以外給付は、社会保障給付額から

高齢者対象給付額を差し引いて得ることができる。推計結果は、①式と②

式に示している。

　　
①高齢者対象給付額＝−85166+1229414×（高齢者人口比率）
　　　　　　　　　（−23.55） （49.84）
　　　　　　　　　　　　　　　 1975−2010� –R２＝0.98
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②給付額＝−77663+25002×（高齢者人口比率）
　　　　（−7.79）　（36.78）
　　　　　　　　　　　　　　　 1975−2010� –R２＝0.97

２.２.２．受益の推計

　１世帯当たりの受益（給付額）は、これまでの推計から得られた高齢者

対象給付額と高齢者以外給付額を高齢者世帯数と高齢者以外世帯数でそれ

ぞれ除して、高齢者世帯１世帯当たり平均受益額と高齢者以外１世帯当た

り平均受益額を算出する。しかし、世代ごとに受益額は異なるため、ここ

ではさらに、それぞれの１世帯当たり平均受益額に高齢者世代数５と高齢

者以外世代数６を乗じて算出した額に『家計調査年報』の一ヵ月の支出に

占める保険医療費の消費性向７を使用し、案分することにより世代別の受

益を推計している。

２.３．社会保障給付―介護―

２.３.１．介護のデータ作成

　介護保険制度における１世帯当たりの受益を推計するに当たり、40歳か

ら加入が義務付けられている介護保険制度では、給付額を65歳以上の第一

号被保険者と40歳から64歳の第二号被保険者に区分して推計する。『介護

保険事業報告書』では、2000年から2010年まで８の第一号被保険者給付額

と第二号被保険者給付額実績はあるが、それ以降は推計する必要がある。

そこで、介護給付額と第一号被保険者給付額を高齢者人口比率の傾向から

OLS（最小二乗法）で推計した。医療と福祉の推計と同様に、第二号被保

険者給付額は、介護保険給付額から第一号被保険者給付額を差し引いて得

ることができる。推計結果は、③式と④式に示している。
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③第一号被保険者対象給付額＝（−4.8Ｅ+09）+（4.94Ｅ+10）×（高齢者人口比率）
　　　　　　　　　　　　  （−3.82）　　　 （7.98）
　　　　　　　　　　　　　　　 2000−2010� –R２＝0.86

　　
④介護保険給付額＝（−5E+09）+（5.08E+10）×（高齢者人口比率）
　　　　　　　   （−3.81）　　  （7.94）
　　　　　　　　　　　　　　　 2000−2010� –R２＝0.86

２.３.２．受益の推計

　１世帯当たりの受益（給付額）は、まず、これまでの推計から得られた

第一号被保険者対象給付額と第二号被保険者対象給付額を第一号被保険者

世帯数と第二号被保険者世帯数でそれぞれ除して第一号被保険者世帯１世

帯当たりの平均受益額と第二号被保険者世帯１世帯当たりの平均受益額を

算出する。しかし、世代ごとに受益額は異なるため、ここではさらに、そ

れぞれ１世帯当たり平均受益額に第一号被保険者世代数９と第二号被保険

者世代数10を乗じて算出した額に『介護事業報告書』の年齢別受給者数の

傾向を使用し、案分することにより世代別に受益を推計している。なお、

介護保険制度は市町村が運営しているが、介護費用は国が総費用の25％を

拠出しているため、給付額のうち25％を国からの受益、75％を地方からの

受益とする。

２.４．社会保障給付―年金―

２.４.１．年金のデータ作成

　年金制度における１世帯当たりの受益を推計するにあたり、まず、『社

会保障費統計資料集』では、1975年から2010年までの社会保障給付額実

績はあるが、それ以降は推計の必要がある。そこで、2011年以降は高齢者

人口比率の傾向からOLS（最小二乗法）で推計した。推計結果は、⑤式に
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示している。

　　
⑤高齢者対象給付額＝−169618+3222794×（高齢者人口比率）
　　　　　　　　　（−11.48）　 （31.97）
　　　　　　　　　　　　　　　  1975−2010� –R２＝0.96

２.４.２．受益の推計

　１世帯当たりの受益（給付額）は、まず、これまでの推計から得られた

給付額を高齢者世帯数で除して、高齢者世帯１世帯当たり平均受益額を算

出する。しかし、世代ごとに受益額は異なるため、ここではさらに、１世

帯当たり平均受益額に高齢者世代数を乗じて算出した額に年金受給者の受

給額の傾向を用いて案分することにより世代別に受益を推計している。

２.５．一般政府最終消費支出

２.５.１．一般政府最終消費支出のデータ作成

　一般政府の財貨・サービスに対する経常的支出が『国民経済計算年報

（SNA）』の一般政府最終消費支出である。１世帯当たりの受益を推計す

るにあたって、まず、1955年から2010年の一般最終消費支出は、『国民経

済計算確報』を推計に使用する。そして、2010年以降は国内総生産と老年

人口指数11の傾向からOLS（最小二乗法）で推計することとした。なお、

2010年以降の国内総生産は、年率１％ずつ上昇すると仮定している。推計

結果は、⑥式に示している。

　　
⑥一般政府最終消費支出＝−14378＋0.12×（国内総生産）＋1500.6×（老年人口指数）
　　　　　　　　　　 （−17.34）（33.33）　　　　　（19.44）
　　　　　　　　　　　　　　  1955−2010� –R２＝0.99
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２.５.２．受益の推計

　１世帯当たりの受益（給付額）は、これまでの推計から得られた一般政

府最終消費支出を各年の総人口で除して１人当たり受益額を算出し、１人

当たり受益額に生涯の各時点の世帯人員を乗じて世帯単位の受益を推計し

ている。

２.６．一般政府財産所得

２.６.１．一般政府財産所得のデータ作成

　一般政府財産所得とは、『国民経済計算年報』の概念であり、主に公債

の利払い費と賃貸料を指す。

　１世帯当たりの受益を推計するにあたり、2010年まではデータが存在す

るが、2010年以降は算出する年の過去10年間の年平均変化率を次の年に乗

じて、将来にわたって作成する。

２.６.２．受益の推計

　１世帯当たりの受益は、これまでに作成された2010年から2090年まで

の一般政府財産所得を、『日本の将来推計人口』の総人口で除することで

１人当たり一般政府財産所得を算出する。そして、世代別の世帯人員数を

乗じて１世帯当たりの一般政府財産所得を算出し、さらに生涯の年齢別世

帯数に乗じることで、各年度における世帯単位の年齢別一般政府財産所得

を推計する。

３．公的負担の推計

３.１．個人所得課税

３.１.１．給与所得税の計算

　ここでは、給与所得税と都道府県及び市町村の個人住民税を、個人所得

課税と考える。まず、個人所得課税は、勤労者世帯の「世帯主収入」を年
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収とみなし、現行制度に沿って各控除額を計算し、控除後の課税所得に応

じて段階別の所得税率を乗じる。基本的な所得税の算定式は、{（収入金額

−必要経費等）−所得控除}×税率−税額控除＝税額とする。

　推計では、「給与所得控除」、「人的控除（基礎控除、配偶者控除、配偶

者特別控除、扶養控除、16歳以上23歳未満の特定扶養控除）」、そして「物

的控除（社会保険料控除）」の各控除を収入金額から差し引くことで課税

所得が得られる。「人的控除」のうち、「基礎控除」、「配偶者控除」は、全

世帯とも満額控除されるとしている。また、「物的控除」のうち、「社会保

険料控除」は簡易計算方式より算出している。本稿では、各控除とも2012

年の各控除額で固定し将来において推計している。

３.１.２．個人住民税の計算

　住民税は、個人所得税の計算に使用した課税所得に、一律10％の税率を

適用する。

３.１.３．負担の推計

　以上の給与所得税と個人住民税の計算に基づき、「世帯主収入」から世

代別に税額を推計している。ただし、65歳以上の年金受給期には、個人所

得課税非課税としている。

３.２．消費税

　各年齢別世帯の「消費支出内訳の10項目」を使用する。『家計調査年報』

では、税込表示の金額が記載されているため、消費税負担分を除く形で、

世帯の消費税負担額を推計する。
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３.３．法人課税

３.３.１．法人課税のデータ作成

　１世帯当たりの負担を推計するにあたって、2011年以降の法人課税を得

る必要があるため、国内総生産の傾向12からOLS（最小二乗法）で推計し

た。ここで、国は法人税、地方は法人事業税と法人住民税がそれぞれ法人

課税である。推計結果は、⑦式と⑧式に示している。

　　
⑦（国）ln（法人課税）＝3.500＋0.986×ln（国内総生産）
　　　　　　　　　　（13.22）  （44.85）
　　　　　　　　　　　　　　　　 1955−2010� –R２＝0.97

　　
⑧（地方）ln（法人課税）＝1.933＋1.073×ln（国内総生産）
　　　　　　　　　　（8.07）　（53.94）
　　　　　　　　　　　　　　　　1955−201013� –R２＝0.98

３.３.２．負担の推計

　法人は、法人課税を個人に転嫁し、何らかの形で個人に帰着することを

想定している。そこで、１世帯当たりの負担は、毎年の法人課税総額を年

齢別総世帯数で除して年齢別１世帯平均負担額を算出する。しかし、世代

ごとに受益額は異なることから、ここではさらに、１世帯当たり平均負担

額に総世代数14を乗じて、その額に各年齢別消費性向を使用し、案分する

ことにより世代別に負担を推計している。

３.４．社会保険料

　社会保険料は、個人所得課税の計算で簡易計算方式により算出した金額

を負担するものとする。さらに現在、社会保険料は労使折半で負担されて

いる。そこで、事業主負担分も簡易計算方式により算出した金額分が転嫁
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され、世帯に帰着することとする。

３.５．その他の租税と租税以外の負担

３.５.１．その他の租税と租税以外の負担のデータ作成

　「その他の租税」とは、これまで推計した租税以外の負担であり、国と

地方をそれぞれ区別している。「租税以外の負担」とは、歳入総額から租

税・印紙収入、公債金、前年度剰余金受入を差し引いた額と、地方歳入の

うち分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、諸収入を合計

したものである。

　１世帯当たりの負担を推計するにあたって、2011年以降の「その他の租

税」と「租税以外の負担」を求める必要がある。そこで、国内総生産の傾

向からそれぞれOLS推定（最小二乗法）で推計した。推計結果は、⑨式

から⑫式に示している。

　　
⑨（国）ln（その他の租税）＝4.1027＋0.9012×ln（国内総生産）
　　　　　　　　　　　（38.43）　（101.65）
　　　　　　　　　　　　　　　　 1955−2010� –R２＝0.99

　　
⑩（地方）ln（その他の租税）＝−5.734＋1.172×ln（国内総生産）
　　　　　　　　　　　　　（−19.81） （52.07）
　　　　　　　　　　　　　　　  1955−2010� –R２＝0.98

　　
⑪（国）ln（租税以外の負担）＝3.900＋0.866×ln（国内総生産）+0.926×ダミー変数15

　　　　　　　　　　　   （11.71）（31.17）　　　　　　（5.73）
　　　　　　　　　　　　　　　  1955−2010� –R２＝0.95

　　
⑫（地方）ln（租税以外の負担）＝2.457＋1.050×ln（国内総生産）
　　　　　　　　　　　　  　（7.28）    （40.02）
　　　　　　　　　　　　　　　   1955−2010� –R２＝0.97
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３.５.２．負担の推計

　「その他の租税」は、多種多様な税を含んでいる。また、「租税以外の

負担」も専売納付金、日銀納付金、受益者負担をはじめ、多様な項目から

なる。そこで、１世帯当たりの負担は、毎年の「その他の租税」及び「租

税以外の負担」の総額それぞれを総世帯数で除して１世帯当たり平均負担

額を算出する。そして、１世帯当たり平均負担額に総世代数を乗じて、そ

の額に家計の各年齢別消費性向を使用して案分することにより世代別に負

担を推計している。

Ⅵ．おわりに

　本稿では、2014年４月から施行される消費税増税が世代間公平性にどの

ような影響を与えるかについて、14区分の社会資本がもたらす受益を考慮

した世代会計を作成し、現行制度と税制改革ケースにおける２つの世代の

生涯受益及び負担を計測・世代間比較するとともに、プライマリー・バラ

ンスに関しても現行制度と税制改革ケースでその動向を比較・検証した。

　その結果として第１に、消費税増税により生涯負担の額は両世代ともに

上昇したが、現行制度と税制改革ケースを比較すると1985年生まれと2010

年生まれの生涯受益負担率の差が21%から16%と減少しているという結果

が得られた。

　第２に、現行制度のプライマリー・バランスに着目すると、現状のまま

ではプライマリー・バランスは黒字化しない。税制改革ケースと比較して

みると、プライマリー・バランスは消費税増収による改善が見られたもの

の、目標の財政健全化には程遠く、長期的にみると増税による改善幅も小

さくなっていくことが分かった。

　したがって、2014年４月から開始される消費税増税で1985年生まれと

2010年生まれの世代間格差は改善するが、財政の指標であるプライマリ
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ー・バランスの改善には今回の消費税増税だけでは不十分である可能性が

示唆された。

　今日まで増分主義による財政運営を行なってきたわが国が、これまでの

財政運営を継続すれば、今後もさらに歳出が増えることが予想される。本

稿の税制改革シミュレーションにより世代間格差やプライマリー・バラン

スには改善が見られたが、高齢化に伴う社会保障関係費増加の抑制など、

歳出削減といった財政健全化にも目を向けるべきである。

　なお、世代会計の作成にあたって過去を考慮していない点、各世帯の平

均年収からコーホート・データを作成しているため、所得段階によって累

進的に掛かる税率を反映できていない点や、そして、税収の増加に伴う公

債発行額の抑制によって期待できる将来の歳出の減少が考慮できていない

点は、今後の課題としたい。

【脚　注】
１　�本稿では多くの分析を行っており、できる限り見やすい論文構成とするため、分析過程
の詳細は論文のⅤに示すことにする。

２　世代数とは、25歳から80歳の56世代を指す。
３　�『国勢調査報告』は５年おきの公表のため、その間の世帯データは加重平均で算出す
る。

４　�『日本の社会資本』では、20部門の社会資本を推計しているが、『国民経済計算』の政
府関係機関の区分等をもとに、公的企業が大きく関わる部門を除いている。

５　65歳から80歳までの世代数（16世代）を指す。
６　25歳から64歳までの世代数（40世代）を指す。
７　保険医療費の消費性向は『家計調査年報』の2010年版を使用している。
８　介護保険制度は2000年に開始しているため分析対象年は2000年から2010年とする。
９　65歳から80歳の世代数（16世代）を指す。
10　40歳から65歳の世代数（26世代）を指す。
11　老年人口指数＝（老年人口÷生産年齢人口×100）
12　2010年以降の国内総生産は、年率１%ずつ上昇すると仮定している。
13　�景気低迷期の影響である2000年代の影響が大きく、1975年から2010年で回帰すると十分
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な結果が得られないため、1955年から2010年で回帰した。
14　本稿では25歳から80歳までを世代モデルとしているため、総世代数は56世代を指す。
15　�国における租税以外の負担は、リーマンショックの影響を大きく受けていると考えられ
るため、2008年から2010年はダミー変数を用いている。
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